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食料自給率向上を求める意見書を別紙のとおり、富士見市議会会議規則第１３条の

規定により提出します。 
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提 案 理 由 

食料自給率向上を求める意見書を地方自治法第９９条の規定に基づき国会及び政

府に対して提出するため、この案を提出します。



 

食 料 自 給 率 向 上 を 求 め る 意 見 書 

 

日本の食料自給率は、２０２３年度時点で３８％（カロリーベース）であり、主要

国でも特に低くなっている。２０２４年の令和の米騒動では、日本の食と農の危機の

一端を顕在化させ、食料の６割以上を海外に依存する日本の危うさが改めて浮き彫り

になった。国内の農業や農村は担い手の減少が加速し、疲弊している。農業を潰して

きた政治の結果である。これを根本転換し、「農業の再生」と「食の安定供給」に本

格的に踏み出すことは、日本の重要課題である。 

政府は、昨年、２５年ぶりに「食料・農業・農村基本法」を改正した。この内容は、

食料の安全保障の強化と言いながら海外依存を一層強め、食料自給率向上をあいまい

にするものであり、農産物の輸入自由化や市場任せを中心とした従来の農政の延長線

上での「改正」である。 

今重要なのは、食料自給率向上を第一の目標に据え、国における農産物の価格保障

や所得補償など、農家が安心して営農に励める基盤を整えることである。 

さらに、市場任せの無責任な米政策の下では、２０２５年も深刻な米不足になりか

ねない。政府が安定供給に責任を持ち、ゆとりある需給見通しを立て、生産と備蓄を

拡大することが必要である。 

よって、富士見市議会は、国会及び政府に対し、農業者への支援を拡大し、食料自

給率を高め、安心安全な国産品を国民へ提供することを強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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